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親業免許制度とリベラリズム
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「子どもの育て方について他人から何か言われることが好きな親はあまりい
ないだろう。ましてや，そもそも子どもを持てるか否かについて他人から何
か言われることが好きな親はほとんどいないだろう。だが私が提案しようと
していることはまさにそのことである。つまり親であることの免許化（the 
licensing of parenthood）である。もちろん市民的自由尊重主義者（civil 
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libertarians）や他のリベラルたちによれば，このことは親たちの選択の自由
への権利や機会の平等への権利を侵害するものである。けれども，子どもの
権利についてはどうなのだろうか。確かに，親たちの能力はその子どもの自
由や機会に影響を与えるだろう。今日ではいかなるカップルも，彼らがどの
程度無能力かどうかにかかわらず，親になることを試してみる権利を持って
いる。誰も彼らの実験的試みの不幸な被験者について心配しているようには
思われない。」― ロジャー・マッキンタイア（McIntire 2004（1973）：90）
は じ め に
　現在，子どもをめぐる社会的諸問題は噴出拡散し，またその解決法に関す
る錯綜迷走があり，非常に複雑な様相を見せている。子どもの貧困問題の深
刻さは大きなインパクトを国内世論に与え，子どもの初期環境の重要性の意
識化と相まって，子どもの貧困対策法制定までに至った。だが階層的分断化
が指摘される中，子育ての自己責任化（ひとり親の苦境），児童虐待や「毒
親」問題（後述）等々，家族のかたちが問われるような形で問題は残り続け
ている。
　教育陶冶の領域でも克服すべき課題は大きくかつ深刻である。改正公選法
の下，いわゆる18歳選挙権が実現化され，公民的資質，シチズンシップ教育，
コンピテンシー論などの関連用語は流通するようになった（1）。けれども，自
律能力陶冶に主眼を置くのか（そしてそれはどのような陶冶を行い，それに
よってどのような能力・状態が達成されることなのか），責任を負う主体の育
成を目指すのか，それとも正義感覚に富む者を育てるのか等々，若者を果た
してどのように教育陶冶しようとしているのかについては，依然として曖昧
なままである。子どもの「おとな扱い」という観点からは，昨今の厳罰化志
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⑴　政治意識の涵養という流れとは対照的に，高校の社会科等の授業において政治的主題
を採り上げて討論をさせる際に，政治的中立性に留意し過ぎるあまり，教師の間に萎縮
効果が生まれる危険があるのではないかという指摘もされている（「『中立とは』教員困
惑」朝日新聞2015年９月30日）。
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向に見られるように，少年法における健全育成および更生理念は果たして衰
退していくしかないのか。
　こうした諸問題・諸課題に通底することは，結局われわれは子どもを社会
の中でどのように位置づけ，どのような（道徳的・政治的）地位を与えるべ
きかについての思索不足である。あらためて問おう。果たして子どもは誰の
ものなのだろうか。子育ては家庭にまかせきりにすべきなのか，あるいは国
家が何らかの根拠により（たとえば，子どもの権利の保障，当該共同体の維
持発展，正の外部性の促進，はたまたリベラルな社会における平等性の促進
等々の根拠によって）積極的に関与介入すべきなのか。教育陶冶に関して国
家が支援・介入する場合，どのような目的志向性を持っていかなる手段で支
援・介入を行うべきなのか。
　既存の諸理論・諸学問はこれらの問題群に対してどのよう解法の切れ味を
見せてきたのか。管見では，分断化は理論的な面においても生じている。ま
ず学問領域的分断が挙げられるだろう。子どもの育ちという，ひとりの人間
に関する総合的な問題への対応が個別の学問領域ごとに分割分断され過ぎて
いる。次に個別の学問領域ごとに置かれた理念が非常に異なること，加えて
子どもの育ちの背景にある根本的な陶冶目的の不可視化自体が，イデオロギ
ー的分断（何のために子どもを育てるのか）を生んでいる。また，子ども論
の課題，つまり子どもという存在をどのように捉えるのかという論点におい
て，子ども観に関する分断がある。たとえば本質主義的子ども観と社会構築
主義的子ども観の対立などである。
　以上のような現状および課題を踏まえ，少なくとも英語圏の議論において
は意識化されつつある「子どもの道徳・法政治的地位」という視点から，子
どもをめぐる規範理論としてのグランドセオリーの提起を筆者はこれまで行
ってきた（2）。本稿では，その枠組みにおける親の子育ての自由について，根
一七六
⑵　たとえば，子ども論・子ども学（Childhood Studies）を引照しつつ子どもの道徳的政
治的地位問題と子ども観の関連を概観したものとして（大江 2011）が，子どもをめぐる
規範理論として道徳的政治的地位の一般的視点を試論的に提起したものとして（大江 
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源的かつ論争的な「親業免許制度・親業の免許化（licensing parents）」とい
う視点から検討していく。リベラルな社会において親の子育ての自由はしば
しば権利として構成されるが，この考え方は果たして自明のものと言えるの
か。本稿では最初に，親業免許制度というアイデアが出されるきっかけとな
ったラフォレットの議論（3）を紹介する。次にラフォレット論に対する批判（の
可能性）を検討する。最後に果たして問題の本質は親業免許制度に果たして
あるのかという視点から，広く親の子育ての自由問題を国制と関連づけなが
らまとめていく。
一　ラフォレットの親業免許制度論
１　その骨格的主張
　親業の免許化という，現代社会においてある種荒唐無稽的・反実仮想的と
も思えるアイデアを提起したのが，哲学者ラフォレットである。ラフォレッ
トには種々の反響を呼んだ1980年論文と，その30年後の2010年論文がある。
前者の論文は，『親たちは親業免許を取らなければならないのか ～ 論争集』
（Tittle ed. 2004）に巻頭論文として再掲されている（4）。両論文の基本的な骨
格は同じだが，後年の論文においては後述するように，微温的後退とも言え
るような変更点が見て取れる。まずここでは上記の二論文を組み合わせてラ
フォレット論を紹介したい。変更点については後に触れる。
2015）が，その枠組みの中での子どもの陶冶問題を小考したものとして（大江 2016）が
挙げられる。
⑶　親の子育ての責任をリベラルな見方において論じたものが，ラフォレット以前に存在
しなかったわけではない。たとえば，親の子育て義務を子どもに対する他者加害の観点
から論ずる J.S. ミルは，ラフォレット論と近い問題意識を持つ。人間という存在をこの
世にもたらす行為は，人間が負うべき最も重い責任のひとつであり，少なくとも通常見
込まれるような生のありようを保障できないような親の子育てはそれ自体犯罪的である
とミルは『自由論』において断ずる（Mill 1991：120［259-260］）。
⑷　ラフォレット自身の HP の業績一覧によれば，1980年論文はその後各種の書籍（改訂
版も含め合計32冊の書籍）に転載されている（http://www.hughlafollette.com/LaFollette.
Vita.pdf）。
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　ラフォレットの基本的主張は直截かつ明瞭である。すなわち親業（parenting）
とは，子どもを守り育てるという重要な行為である反面，時として子ども虐
待などの危害を子どもに及ぼす大変危険な行為・活動でもある。ではそうし
た危害を防ぐ簡明な方法は存在するのか。存在する。すなわちそれが親業免
許制度だ。「親業免許制度は子どもを保護する実行可能な方法なのである」
（Lafollette 1980：197）と述べるように，親の虐待から子どもを保護するこ
とを主目的として親業免許制度を彼は主張する（5）。そして，この主張を種々
の観点から立論していく。親業の能力をはかるためには事前にテストをすべ
きである（6）。養親や里親には資格審査（7）があるにもかかわらず，自然的親
（natural parents）に免許制度が存在しないのはなぜだろうか。子ども保護
への視点と自然的親への批判的視点がラフォレットの主張の底流にはある。
　以上のことをさらに分節すると，①親業免許と他の免許（自動車運転免許
や医師免許など）は平行関係にあるとの主張（他の危害関連事案に免許が想
定されることが多々あるのに反してなぜ子育てだけは免許が存在しない，あ
るいは存在すべきでないとの主張になるのか），②親業免許制度の実行可能な
制度の考案，③不適切な親子関係の否定などがある。さらに親業免許の国家
認容の三条件として，Ａ深刻な危害可能性，Ｂ免許保有者の有能性の明確化，
Ｃコストに比較して利益が上回ることが挙げられる（LaFollette 2010：328）（8）。
⑸　同様な理由でマクフォールは次のように親業免許制度を肯定する。「私は以下のことを
主張する。子どもと社会のために有能な親たちとともに健全な家庭を確保する最善の方
法は親に免許を課すことであり，そのために潜在的な親たちが子育てをすることを政府
が禁ずることを認める」（McFall 2009：108）。
⑹　どの時点で免許を求めるのかという論点もある。たとえば，①懐胎前，②妊娠中，出
生時，等が考えられる。このことについては後述する。
⑺　わが国においても現在，未成年の子どもの養子縁組（普通養子縁組および特別養子縁
組）に関して家庭裁判所の許可が必要であるとともに，養子縁組を行わない養育里親に
対しても関連した研修が義務付けられている。
⑻　リャオによれば，ラフォレットは親業免許正当化に際して次の三条件を設定している。
危害の存在，親の有能性［の不存在］，信頼性のある判断手続（Liao 2015：152）。また，
免許正当化に関してマクフォールは子どもにとって必要不可欠なプライバシーと親密性
の確保とともに，以下の五条件を自説として挙げる。①国家側にやむにやまれぬ利益
（compelling interest）があること，②テストの信頼性，③他のより穏当な代替手段なし，
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　親免許制度に関してラフォレットは2010年論文において，ある反実仮想か
ら立論する。「医師免許を廃止してみよう」，だが，それは患者の利益に著し
く反している。医師免許制度は最も信頼のおけそうな手段なのである。同様
なことは親業（parenting）にも言えることである。なぜなら親業には子ども
への危険性・コストがあるからに他ならない。しかもそれは不適切な次元で
はなく，虐待など危害次元のものである。深刻な危害可能性があり，特にク
ライアントが脆弱な場合は潜在的な危害行為を規制する必要が生ずる
（LaFollette 2010：328-333）。
　一般的に言って，潜在的に危険な行為を行う可能性のある者は，その危険
を引き起こさないことについて一定程度の有能さを示す必要がある。その具
体化として免許制度が考えられる。もちろん，その免許試験によって適格者
と不適格者を完全に選別することはできない。だが，こうした免許は親業
（parenting）にも適用されるべきだ。なぜなら，親業は自らの子どもに対し
て危害を与える可能性があること，したがって親業を遂行するためには親が
有能（competent）でなければならないからである。もし親業免許を全否定
するなら，すべての専門職の免許が否定されるべきことになる（Lafollette 
1980：183-185）（LaFollette 2010：338）。
　ラフォレットによれば，そもそも一律に親業免許制度を否定するのは間違
っている。したがって各家庭の子育てに対する国家による過介入も無介入も
ありえない。なぜなら，「法と道徳は親が自らの子どもを虐待することを禁止
している」からだ（LaFollette 2010：335）。
　もちろん，それでも親業免許制度には抵抗感があるだろう。なぜかと言え
ば，ラフォレット曰く，われわれの多くは子どもを自らの所有物と考えてい
るからである。子どもは「良い処遇を受けるに値するし，そうした処遇を受
ける権利がある」とは実は考えられていない（Lafollette 1980：196）。親の
④実効性，⑤将来の親側に取り消せない（indefeasible）権利がないこと（McFall 2009：
109）。
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（おとなの）所有物としての子どもという思想は，多くの人々が密かに持っ
ているものであり，だからこそ「子どもに重要な発言権を与える」ことがこ
こで強調されるべきなのである（LaFollette 2010：340）。
　また，親業は典型的専門職とは異なるという批判も想定される。たとえば，
親ひとりが危害を及ぼす「数」は自らの子どもに限られるわけであり，その
数自体は少ないというような抗弁である。だがラフォレットによれば，そこ
での問題は数ではなく，子どもはより脆弱であるということこそが問題なの
である（LaFollette 2010：333）。
　ラフォレットは親の有能性指標として，知識（knowledge），能力（abilities），
判断力（judgment），特性（dispositions）という点を挙げる（LaFollette 2010：
329-330）。親が有能（competent）でなければならないためには，その指標
が明確でなければならず，それはこれらの指標から十分に推し量ることが可
能だとされる（Lafollette 1980：184-185）。ラフォレットによれば，これらの
有能性基準は荒唐無稽なものでは決してない。なぜなら，個々の養子縁組を
法的に認めるか否かを判定する際に，これらの基準はすでに有効に機能して
きたからである。
　ラフォレット曰く，親業免許制度はそれほど過激なものではない。同じ理
由，同じ手法で養子制度においては現実に行われていることである。養子制
度の方が厳格でさえある（Lafollette 1980：193-194）。親業免許制度は養子制
度と類推・平行関係にあるとすれば，当然のことながら親業免許制度は正当
化されうる。すべての親が愛情を持っているわけではない。たとえば，実親
は実子に対して自然に愛情を持ち，虐待などしないと思いがちである。だが
調査によれば，虐待親のうち，92パーセントが実親である（LaFollette 2010：
336）。養子制度において養親調査があるにもかかわらず，なぜ自然親におい
ては親業免許制度を採らないのかとそこでラフォレットは疑問を投げかけ
る。たとえば養子縁組みのためには審査が必要であり，「審査機関は，養親の
経歴や資産記録を徹底的に調べ，その後家庭訪問を行っているのである」
（ibid. 336）。
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　そうは言っても親業免許制度の下で免許が認められない（あるいは免許が
剥奪される）ことのリスクは存在するわけであり，親業免許制度正当化の条
件として，ラフォレットは関連する利益が関連するコストを上回るというこ
とを主張する。この場合のコストとは，免許コストとしての金銭的費用，選
択肢制約自体のコストなどを意味している。ラフォレット曰く，親業免許の
利益はコストを上回るので，親業ライセンスを排除すべきでないことになる
（LaFollette 2010：336）。
２　反論可能性へのラフォレット自身の応答
　親業免許という制度は，近代以降，家族観の基本的前提とされてきた親の
子育ての自由に対しての深刻な反対論となりうるものでもあり，かなり過激
な主張である。ゆえにその反論の可能性は色々と考えうる。そのことをラフ
ォレット自身意識しており，可能的批判に対する応答を自説の中に織り込ん
でいる。まず，親には子どもを持つ権利があるという理論的・原理的反論に
対するラフォレットの応答は以下の通りである。
　第一に，表現の自由に対する名誉棄損のように，一般の人権にも制約が課
される場合がある。親の子どもを持つ権利に対しても「イノセントな人々を
保護する」という制約理由が存在する。第二に，子どもを持つ権利を無条件
に認めるならば，子どものいない者が子どもをもらう権利や，子どもを作り
っぱなしで無責任な親でさえも子どもを持つ権利を認めることになってしま
う。第三に，親業免許制度はそれほど介入度は高くない。現行の養子制度に
おける介入よりも低いぐらいである。第四に，親業免許制度は権力による事
前抑制（prior restraint）に該当するという批判に対しては，保護的収容な
ど，子どもの保護に関する事前抑制はすでに存在していると述べる。あくま
で親業免許制度は他者（子どもに対する）危害防止の目的で設定されたもの
である。そしてそこでの抑圧度はそれほど高くない。また，免許を一旦拒絶
されても再申請ができる制度とすれば良い（Lafollette 1980：186-189）。
　いわゆる子どもを持つ権利（親になる権利）の内容は単純なものではなく，
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種々の親側の権利要求の集合体であり，よって分節化が必要だという主張を
ラフォレットは行う（LaFollette 2010：334）。すなわち，①生殖する権利お
よび産む権利，②子どもを育てる自由・妨害されない権利（消極的権利），③
子どもをもらえる権利（積極的権利）等々である。親業免許制度において主
として関係する権利とは，「消極的な子育て権」（子育ての自由・妨害排除権）
であり，それは飽くまで虐待等を行わないという条件付きの権利なのである。
もちろんラフォレットによれば，条件付きとは言え専門職や親が持つ権利は
重要なので，その場しのぎの制約は認められない（LaFollette 2010：335）（9）。
親業免許が抑圧的な性質を持つという側面において，親業免許制度と刑事法
との関連が思い浮かぶが，ラフォレット曰く刑事法は応報的かつ過去志向的
であるのに較べて，親業免許制度は未来志向的であり，必ずしもその性質を
同じくするものではない（LaFollette 2010：335）。
　次に，親業免許制度に対する実践的な批判可能性と，それに対するラフォ
レットの応答を見ておきたい。第一に，「良い親」の適切な基準は打ち出せな
いという可能的批判に対しては，粗悪な親（親業）を判断しうるような基準
ならば十分設定可能だとする（Lafollette 1980：190）。第二に，どの親が虐待
するのかについての予測可能性（曖昧な予測は不正である，時間の無駄であ
るなど）の可能的批判に対しては，深刻な危害（を与える人物）は本人の生
育史や心理テストなどによって予測可能であり，また予測テストの精度を上
げ て い く こ と も 可 能 で あ る と 主 張 す る（Lafollette 1980：190-192）
（LaFollette 2010：337）。第三に，テストの誤用の危険への批判に対しては，
この種のテストに誤用はつきものであり，そうした誤用の害悪よりも子ども
が受けるかもしれない危害の方が大きいと応答する（Lafollette 1980：192）。
第四に，テストの故意の悪用の危険に対しては，それは他の実施されている
⑼　ここで，親が持つ権利（子育ての自由）は虐待の禁止という点でのみ条件付きなのか，
あるいはそうした権利は経済的苦境などに対する支援保障を求める権利として発展的に
解釈されうるものなのか等，さらなる論点も浮上してくる。それに関しては後述する。
参照，（Engster 2010：235）。
10
親業免許制度とリベラリズム
一六九
169
各種免許におけるテストでも言えることだと述べる（Lafollette 1980：192-
193）。第五に，実際の実現可能性の希薄さに対しては，子どもへの危害の大
きさを考えれば，それでも親業免許制度は実行されるべきだと主張する
（Lafollette 1980：193）。
３　後退するラフォレット？
　親業免許というかなり過激な制度に対しては，当然のことながら批判は強
い。すでに1980年論文においてラフォレットはより緩やかな制度として，親
業免許取得者への税優遇や，子どもを保護するために親業免許を持たない親
たちに対して調査を行うことなどを示唆する（Lafollette 1980：195）。
　2010年論文においては，さらに種々の実現可能性を意図した提案もされて
いる。常時監視制度よりも免許制度の方が侵入度が低いということを主張し
つつ，免許制度のコストと利益の考量を行う。テスト歪曲の危険性を承認し
つつも，養子制度，親業免許制度双方の改善の余地はあるとする。子どもを
持つ親には（条件付きながら）権利は存在するし，政府による免許付与に関
する危険もあるので，親業免許制度の広範囲化は慎重に進めるべきだという
態度を示す（LaFollette 2010：337-338）。
　親業免許が必要な理由は維持しつつも，2010年論文においてラフォレット
は限定的な親業免許制度の提案も行っている。親業免許取得への誘導として
の税制上の優遇措置，子育て学習コース修了書的な免許，各種の子育てアド
バイスプログラム，支援的ケア等々である（LaFollette 2010：338-339）。そ
して，こうしたプログラムの可能性を説くことは，1980年論文に較べて後退
しているのではないかという批判（10）可能性に対する応答としては，漸進的に
状況改善をはかることが，親の所有物としての子どもというなじみ深い発想
⑽　たとえば，もはや親業免許制度の理念自体には有望な中身がほとんど残されていない，
残されているのは税制面での優遇措置などインセンティブだけであるとして，「ラフォレ
ットの2010年論文は親業免許の枠組みを冗長な段階まで薄めてしまったように思われ
る」（Wispelaere & Weinstock 2012：204）というような批判である。
11
岡　法（67―１）
を掘り崩すことになるのであればそれでよしとする（ibid. 340）。ラフォレッ
ト自身のねらいは飽くまで「免許制度の適度な形態（a moderate form of 
licensing）」なのである（ibid. 341）。
二　親業免許制度論への種々の批判可能性
　論争的なラフォレットの議論に対しては，多くの賛否がある。上述のよう
に，ラフォレット自身は（可能的）批判に対する反論を行っている。ここで
はさらに親業免許制度に対する実際の批判をいくつかの論点にまとめて紹介
し，検討していくこととしたい。
１　テストの信頼性
　まず免許におけるテスト（親業を実行していくにふさわしい人物であるか
否かのテスト）の信頼性という論点がある。この点につき，辛辣な批判を加
える論者の意見は次のようなものである。
　虐待などに端的に示されるような不適切な子育て行為をする人物か否かと
いう判断を潜在的な危険を含め適切に行うことができるような，信頼性のお
けるテスト方法は果たして存在するのだろうか。虐待者（群）の単なる傾向
分析にとどまらず，誰が虐待しそうなのかを一定程度以上の確度で予想しう
る方法である。批判者たちによれば，その方法の不在あるいは方法の過誤の
危険が大きいのではないかとされる（Sandmire & Wald 1990：55-56）
（Engster 2010：245）。そこでは，「濡れ衣」問題，「すり抜け」問題，サン
プリング問題など，試験の予見可能性が必ずしも完全でないという問題が指
摘されている（Wispelaere & Weinstock 2012：200）。
　まず，本当は虐待しない人物であるにも関わらず，虐待の（将来）傾向あ
りと判断され濡れ衣を着せられてしまう「偽陽性（false positives）」問題が
ある。すべての予測テストには大きな割合での偽陽性が出てしまうものだと
いう警戒感からの批判（Sandmire & Wald 1990：69）である。逆に，虐待す
一六八
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る人物であるにも関わらず，虐待の（将来）傾向なしと判断され，まんまと
制約（免許の不合格）をすり抜けてしまう（11）「偽陰性（false negatives）」問
題もある。濡れ衣問題を避けようとしてテストの感度を下げれば，すり抜け・
偽陰性が増加する危険があり，また，すり抜けを防止しようとしてテストの
感度を上げれば，今度は濡れ衣・偽陽性が増加する危険がある。つまり，批
判者たちによれば両者はトレードオフの関係にある（ibid. 60-62）（12）。また，
予備調査におけるサンプリングの問題も提起されている。サンプル数が少な
いとか，そこでのサンプリングが文化的エスニック的背景を反映していない
とか，任意協力の被験者による調査では真の傾向性が把握できないなどの指
摘である。サンプリングの問題性の観点から，少なくとももっと長期間にわ
たった調査をしてテスト作成するべきだとされる（ibid. 66-67）。
　テストの信頼性問題を軸として親業免許制度に対する強い反対を示すサン
ドマイアーとウォルドは，そもそもわれわれは「完全な親」という神話に囚
われがちであると述べる。合衆国において子どもを持つことは基本権と言え
るものであり（Eisenstadt v. Baird, 405 U.S. 438（1972）），それを規制するに
はやむにやまれぬ国家政府側の利益（compelling state interest）を示す必要
がある。親業免許が制度化されたとしても極端に高い偽陽性率や，他のより
抑圧的でない子ども保護手法があることを前提とすれば，連邦最高裁はその
免許制度を違憲と判断するだろう。彼らによればそれよりも，すべての親へ
普遍的サービスを施すことが重要である。たとえばヘルスケア，子育て教室，
家庭訪問，社会的支援等々。すべての親をそのサービス対象とするならば，
特定の親たちに対してスティグマが貼られることにもならず，懲罰的にもな
⑾　すり抜け問題に関しては，悪意のすり抜け，たとえばいわゆる「テスト対策（勉強）」
をして免許を取ろうとする危険も指摘されている（Sandmire & Wald 1990：71-72）。
⑿　テストの予測可能性に疑問を示すサンドマイアーらも，虐待保護に関しては，当然事
後救済よりも事前予防の方が望ましいと述べる。そこから，親業免許による規制もひと
つの予防法であることは認める。だが予防の道筋としては，たとえば予測テストを行っ
て虐待ハイリスクの親にサービスを施すことも考えられるが，より差別感やスティグマ
を生まない方法として，あらゆる親にサービスを施すことを示唆する（Sandmire & Wald 
1990：71）。
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らない。曰く，われわれの主眼は親業免許制度問題の是非を詳細に検討する
ことではない。なぜなら，近い将来に親業免許制度問題を立法府が真剣に検
討するとは思えないからだ。その主眼は社会科学の調査の信頼性に関する誤
解を解き，法的決定に際しては調査上の証拠を適切に判断解釈することにあ
る（Sandmire & Wald 1990：72-76）。
　ラフォレット論の実現可能性に関するポイントは，虐待を行う親を事前に
一定程度の確度を持って選別できる方法の存否にある（13）。親たちの将来の行
動（特に誤った行為）を予測すること，すなわち虐待しそうな危険にある親
を見極められるのかという論争的な問題である。親業免許制度賛成派は，最
悪中の最悪の親の親業を禁じることが必要であるとし（McFall 2009：118），
そのためには「どのおとなが子どもに対して誤った行動を取るのかを正確に
予測する手段をわれわれは持たなければならない」（ibid. 119）。
　そのことについて，今やある程度正確に予想できるようになってきたとす
る論者が言及する手法が，「児童虐待潜在性診断表（the Child Abuse Potential 
（CAP） Inventory）」および，「家族ストレスチェックリスト（the Family 
Stress Checklist）」である。前者に関しては，親が持つ困窮度や，ストレス，
子どもが抱える問題，子どもや親自身に対する否定感情等々を診断項目化す
ることが挙げられている（Mangel 1988：26）。マンジェルによれば，その診
断表は「良く調査され信頼のおける予測手法だと思われる」（Mangel 1988：
28）。同時にマンジェルは，家族ストレスチェックリストは正確な予想が可能
であるということを調査結果に基づいて主張する（Mangel 1988：29）。マク
フォールによれば，CAP やチェックリストは完全ではないが，追加テストで
信頼性は高まり，同時にテスト以外にも補助的診断手法を加える可能性もあ
る。そして何よりも，虐待予防のためには多少偽陽性が出ても構わないと主
張される（McFall 2009：121）。
　親業免許制度のためのテストをどのように評価すべきなのか。子どもの道
⒀　「ラフォレットの親業免許制度の実現可能性（feasibility）は，信頼できる予測選別法
の利用可能性にかかっている」（Mangel 1988：29）。
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徳的政治的地位に関する論点を検討する本稿にとって，そして筆者の能力上，
心理学的社会学的調査手法の正確性妥当性を判断することは不可能である
し，また正確に判断する必要もない。ただしここで少なくとも言えることは，
テストの信頼性問題は親業免許制度を前提として初めて意味のある検討課題
だということである。親業免許が制度としてそもそも問題であるという立場
からは，テストの信頼性問題はあまり関係はない。では，親業免許制度肯定
論の立場からはどのようにテストの信頼性は評価できるか。これも実は親業
免許制度の必要性・切迫性の評価次第なのである。上記の議論が示すように，
とにかく親の虐待から子どもを保護することが最優先課題だという立場から
は，多少偽陽性が出ようが親業免許制度（を含む子ども保護制度）を維持す
ることこそが重要なのであり，テストの信頼性は副次的問題にすぎない。
２　実体面での問題点
　以上が主として手続的側面（14）から見た親業免許制度の功罪であった。では
手続の問題に解消されえない実体的側面において親業免許制度はどのような
問題・課題を有しているのか。
⑴　親への侵害
　まず免許制度が親に対して持つ加害・危害の可能性である。このことにつ
いては，さらに大きく人権侵害（親の子育ての自由抑圧）の側面と，物理的
な加害・危害とに大きく分けられる。
　親の子育ての自由の制約に関する人権侵害について哲学者のリャオは次の
ように述べる。生物学的親（biological parents）の親業は基本的人権である
ので，基本的人権は免許化されるべきでない（15）。ではなぜ親一般でなく生物
⒁　親業免許に関わる「必要条件」として手続を考えることも可能である。たとえば親業
免許に関わってウェストマンは以下の三条件を挙げる。①18歳以上の免許制限，②虐待
を行わない意志の確認，③子育て教室受講義務（Westman 1994：240）。
⒂　リベラルな社会において親の子育ての自由を権利とするならば，親業免許制度は基本
的なリベラルな諸価値と対立するとも言える。参照，（Engster 2010：235）。
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学親が重要かと言えば，各自の遺伝的構成は当人のアイデンティティにとっ
ての核心部分だとリャオは理解するからである。その遺伝的構成は生物学的
親から受け継がれてくる。したがって自己のアイデンティティの核心部分を
受け継がせる行為である親業行為は基本的行為以外の何物でもない。対照的
に，子どもを育てること「それ自身」は（遺伝的構成に関わらないので）基
本的行為ではない。基本的行為追求への基本権があるとすれば，生物学的親
の子育て（biological parenting）はひとつの基本的行為なのだから，それは
基本権となる（16）。こうして，基本的行為としての身体的統一性，生物学的親
の子育てを計画追求する自由や自律が構成される（17）。基本的行為追求のため
の自由と自律は基本的行為追求の基本条件なので，そのための他者排除の権
能等が組み合わさって親の子育ての自由（基本的権利として自由）が成立す
る（18）。したがって，親業免許制度はそのような行為追求の妨害となる。ただ
し，そうした基本権も虐待やネグレクトがある場合には制約されうる。なぜ
なら，そこでの基本権としての親の子育ての自由とは，子どもに対する「所
有権」ではなく，あくまで子育てという基本的行為についての権利であるか
らだ（Liao 2015：154-159，169-170）（19）。
　不適切な子育てにどう対応し，そうした数をどのように減少させるのか。
その観点に立つ場合でもリャオによれば，「親の権利の人権説は，子ども自身
がリアルで力強い権利を持つことと十分に両立する」。曰く，両者の権利が衝
突することはどちらかの権利を否定することを必要としない。親業免許を拒
否する，生物学的親の子育ての権利は，完全（absolute）ではなく，状況に
よっては無効にされうる（override）のである（Liao 2015：171，174-175）。
⒃　逆に，「生物学的親の子育てとは異なって，運転や医療職や法律職従事などは基本的行
為ではない」ので，それは基本権の対象となる基本的行為ではない（Liao 2015：171）。
⒄　道徳的な行為主体性の正当化理由として，各自の遺伝子的基礎を挙げるリャオの基本
権アプローチについては別途検討していきたい。
⒅　義務論的観点と帰結主義的観点の双方から「なぜ子どもを持つのか」という論点を倫
理学的に検討したものとして，（Overall 2013）がある。
⒆　親の子育てに関する権利の性質について（その権利の侵害は所有権侵害なのか基本的
行為への侵害なのか等について）は後述する。
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もちろん，どのような場合にいかなる根拠で親の権利が無効にされるのかが
非常に重要であることは間違いないが，リャオの強調点はそこにはない。だ
が，後述のように親の裁量性は原理的に難点を抱え込んでおり，その点をリ
ャオは重要視していないように筆者には見える。
　免許制度が親に与える具体的物理的危害としては，次のようなものが想定
されうる（20）。第一に，（免許を与える時点が出生前だとすれば）闇出産・無
資格出産による母親の健康被害の危険。低水準の医療施設（闇産院）におい
て出産をすることによる母体の危険である。第二に，免許不合格や剥奪によ
る主として母親に対するトラウマの招来やスティグマが押されることの危険
である。ラフォレットは，親業免許制度は親を罰するのでなく，引き離すだ
けだと述べる（Lafollette 1980：193）が，引き離された親側の心的被害はや
はり十分に想定されうることである。第三に，偽陽性による免許不合格。そ
の結果としての期待利益の損失，不正なスティグマの烙印の危険。第四に，
特に出産後の免許不合格などの場合におけるコストの「空振り」（免許を与え
られなかった親に対する不公正なコスト）が挙げられる。
　上記の事柄を異なった観点から言えば，コスト ― 利益の得失が親にとって
「赤字」なのである。ウイスペラールとヴァインストックによれば，親業免
許の枠組みは不当な重荷を（可能的な）親たちに押し付けるものであり，親
業免許試験不合格で親業機会を失うコストは運転免許不合格でのコストとは
全く異なる（比較にならない）。したがって，子どもとの親密な関係形成を保
障する親の権利が親業免許制度によって否定されるコストをラフォレットは
過小評価すると同時に，免許制度の信頼性（誤った判断を下す危険性）の危
うさをも過小評価しているのであり，親業免許制度は決して些細なものでは
ない（Wispelaere & Weinstock 2012：201）。
　親業免許制度による親への危害とはまったく正反対に，自然親・生物学的
親こそが不当に優遇されているという議論も上述のように存在している。養
⒇　参照，（Sandmire & Wald 1990：71-72）。
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子制度の下，養親だけに実体的審査をするという，いわゆる養子制度との二
重基準問題である。養子制度では，法的認定というある種の免許化があるの
に対して，生物学的親に関しては法的認定制度（親業免許制度）が存在して
いない。これは不公正な非対称と言えるものだろうか。リャオによればそれ
は不公正ではない。なぜなら，第一に養子における子育て（adoptive 
parenting）は基本的行為でないから（養親は生命を創造していない，当該の
子どもに対するそもそもの権利保有者でない，当該の子どもとの遺伝的構成
を持たない）であり，第二に，養子成立以前に誰かが親の権利を持っていた
からあるいは誰も持っていないからである（Liao 2015：172-173）（21）。
⑵　子どもへの侵害
　では，親業免許制度が子どもにもたらす悪影響は考えられるのだろうか。
皮肉なことに，子ども保護を目的とした親業免許制度自体が別種の危害を子
どもに与えうるという批判である。
　まず，そもそも親業免許制度自体を子どもがどのように評価するのかとい
う問題（Wispelaere & Weinstock 2012：202）もあるが，直接的な危害とし
て想定されうるものとして，上述の如く闇出産・無資格出産による母体への
危害と同時に子どもへの危害がある。つまり，親業免許制度において無免許
で生まれてしまった子ども（unlicensed children）の問題である。健康面で
の危害もあれば，さらに親業免許制度によって生物学的親から剥奪された子
どもへの危害，特に施設収容や養親たらい回しの危険・悲惨さもある。施設
収容で子どもの福祉は低水準となる傾向が大きいという批判である
（Engster 2010：251）。ラフォレットの立場は親不信とも言いうるようなも
のだが，逆に親を信頼することを基本とし同時に子育て施設（児童養護施設）
等への不信が大きければ，親業免許制度への反対の可能性は高まる。施設収
㉑　ただし，別論点での問題点も存在する。親業免許制度を展開していけば，養子を数的
に受け入れることが出来ず，そもそも養子制度自体が飽和状態になってしまう危険性に
ついてである。参照，（Engster 2010：250）。
18
親業免許制度とリベラリズム
一六一
161
容の福祉水準問題に関して重要な点は，いわゆる親密性（の阻害）の問題で
ある（22）。社会的養護の中には施設養護だけでなく，積極的な養子縁組や里親
等の家庭養護もありうるが，現在の日本では前者が圧倒的なものとなってい
る（矢満田・萬屋 2015：50-51）（23）。
　さらに上記の問題を統合したような見方も存在する。複合的危害論ともい
うべき議論である。エングスターによれば，親業免許決定の時点で種々の問
題評価を行うことができる。すなわち，①懐胎前，②妊娠中，③出生時のそ
れぞれの段階での問題評価である。エングスター曰く，懐胎前免許付与は非
現実的である。なぜなら，予想外の妊娠や免許失効後の妊娠もありうるから
である。では妊娠時免許付与での困難・問題はどうだろうか。そこには，地
下に潜っての出産の危険や免許非保有者の事実上の中絶強制の危険（それに
よる母親の悔恨）があるとされる。さらに，出生時免許付与の困難・問題と
しては，母親に妊娠出産の負荷を与えた後に，子育て禁止を言い渡す不公正
さが存在する。それを回避するための懐胎前・妊娠中の親業免許付与の問題
を考え合わせると，どの時点で親業免許を付与しても結局問題は残るとされ
る（Engster 2010：246-248）。もちろん，その反論として，無ライセンスの
親から出生した子どもは養子に出される（あるいは施設収容される）可能性
があり，それが出生直後ならば子どもに与える影響も少ないという主張
（McFall 2009：121-122）もあるが，養親・施設収容自体に対する問題指摘
については前述の通りである。親への侵害論・子どもへの侵害論に共通して
言えることは，親業免許制度の現実化に関わって様々な問題がやはり存在し
ているということである。とにかく親業免許を！という強硬な立場を別にす
れば，種々の問題にひとつひとつ対応せざるをえない。
㉒　親子間の親密性の問題については後述する。
㉓　特別養子制度を活用して積極的に家庭養護を進める取り組みとして（矢満田・萬屋 
2015）を参照せよ。施設収容に関しては，収容された子ども自身が感じる疎外感や将来
の真実告知問題など，検討すべき論点は多いがここでは今後の課題としたい。
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⑶　代替案問題
　では親業免許制度に取って代わるような代替案はあるのか。親業免許制度
は問題性を抱えており，他の手段で潜在的に暴力的虐待的な親から子供を保
護することができるならば，その手段を採用するべきだ（Engster 2010：
249）という立場（24）からは代替案こそが模索されるべきことになる。ここで
は，①介入的手法，②介入かつ支援的手法，③支援的手法として類型化し，
それらの手法を検討しておきたい。
　第一に介入的手法についてである。すぐに思い浮かぶものとして定常的監
視（の強化）や社会的非難（social disapprobation）などがある。社会的非難
の一類型としては，伝統的保守的なジェンダー観・子育て観の再興と社会的
非難をリンクさせることも想定しうる（25）。むろん，社会的非難ぐらいで虐待
が抑止できるものかどうかは判断が分かれるところではある。さらに，仮免
許制度など，免許自体の補助手段化（子育て教室出席を前提とした仮免許
等）・柔軟化（免許代わりの証明書等）を図ることも提案されている（Mangel 
1988：37-38）。さらに，そもそも妊娠可能な年齢に達してから免許付与を行
うから不必要なスティグマ等が発生するのであり，子どもの出生・子育ての
社会的管理を常態化すれば良いというアイデアも提起されている。たとえば，
すべての人間が「可逆的断種・不妊プログラム（reversible sterilization）」を
受けなければならないという SF 的アイデアをマッキンタイアは提出する。
それは，出生時にすべての者が「ロック」という不妊・断種の投薬・施術を
施され，親たる資格を得るテストに合格した後に妊娠が可能になる再開投
薬・施術を行うという仮想である。そして，その際の判定は政府がコントロ
㉔　ただし，親業免許制度こそがコスト的にも正当であるという主張もある。マンジェル
によれば，出生前に完全に親業免許付与を行った方が，個別の不適切な子育て事例に対
応（親子分離の判断など）をするよりも，時間的，金銭的，社会的コストを低く抑える
ことができる。そのコストの中には，子どもや家族に対する危害も含まれる（Mangel 
1988：36）。
㉕　マクフォールは，子ども保護の手法に関して，リベラルなトップダウンアプローチと
しての親業免許制度，保守的なボトムアップアプローチとしてのふたり親復興の可能性
を挙げる（McFall 2009：117）。
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ールする（McIntire 2004（1973）：92-94）。もちろん，これは親側の身体的
統合性や身体的自己所有権の侵害という最も基本的な自由権の侵害だという
批判（Engster 2010：251-252）を惹起することは想像に難くない（26）。現状に
おいては，あくまで反実仮想的な域を抜け出るものではないだろう。
　第二に，介入かつ支援的手法について。一般的な虐待保護手法でもある，
加害側被害側へのリハビリテーション的措置やカウンセリングなどもしばし
ば提唱されている（Mangel 1988：37-38）（McFall 2009：113-114）。またし
ばしば提唱されるのが，子育てに関する当事者（親あるいは将来の親として
の子ども）に対する「子育て教育（教室）」である。親業免許制度に代わる手
法としてこの教育の可能性を重視するリャオの行論は次のようなものだ。虐
待防止のためには，「中学高校時期にすべての子どもに向けての義務的な基本
的親教育」を進めるべきである。そこでの教育（子育て教室における授業）
は，子育てに関する科学的事実を教えるもので，道徳教育を含まないとされ
る。したがって，その授業自体は，家族問題に関って「禁欲節制のみを教え
るべきだとする（abstinence only）」考え方を採る者にとっても，「禁欲節制
に加えて性教育的な内容も加えるべきだとする（abstinence plus）」考え方を
採る者にとっても，受容可能だとされる。さらに，この手法はあくまで学齢
期における，すなわち虐待前（加害者になる以前）の教育であるがゆえに虐
待や子育て放棄（ネグレクト）の予防を保障するものではないとリャオは述
べる（Liao 2015：175-177）。確かに，こうした子育て教室的手法の限界性は
すぐに了解される。他の虐待保護・予防の手法について，さらにはそもそも
虐待を中心とした不適切な子育てに対してそもそもどのような対応原理を考
えるのかについて深く検討しない限り，問題は解決しないだろう。
　第三に，支援的手法について。子育て教育（教室）を含め，上記の保護的
㉖　さらに，SF 的な手法ではあるが，親業免許制度以外の不適切な子育て予防手段として
マクフォールは，平等の観点から，子どものランダム割り当てや，病気がちな子は心理
的にも経済的にも安定した親に割り当て，遺伝的優秀な子どもは優秀でない親に割り当
てるという選択的割り当てとも言うべきアイデアを提起する（McFall 2009：122-123）。
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供給的サービスは利用者の「任意度」が高ければ純粋に支援と呼びうるもの
となる。だが，それらのサービスも参加義務等が付加されれば，介入的な手
法の度合が強まる。その中でも純粋な支援に近いものとして捉えられるもの
が，子どもへの普遍的なデイケアサービスや税制上のインセンティブ（閾値
以上の子育てを行っている者に対する税制上の優遇措置等）である。もちろ
ん，その優遇措置が非常に選択的に行われるとするならば，誘導の度合いが
高まり，実質的な強制（経済的強制）に近づくことも考えられる。
三　検討 ～ 問題は親業免許制度か？
　さて，親業免許制度に関して通常想定されるような，虐待等の問題行為が
発生する以前にテストを行い，予防的に親の子育ての自由を規制する制度や
手法は現行社会においては実現可能性がそれほど高いとは言えないだろう。
特に，将来高い確率で虐待するであろうと誤って判定され，偽陽性（濡れ衣）
のまま妊娠が禁止され，あるいは出産直後に子どもが取り上げられてしまう
場面を想定するだけで身の毛がよだつ者も多いかもしれない。親ひとりひと
りにとって，ラオフォレット論はやや SF 的な恐怖（免許認定機関の「ビッ
グブラザー」化の恐れ）を呼び起こす。いくらラフォレットがそれは免許一
般に言えることと言っても，人々の心の中にその恐れはなかなか消えないだ
ろう。したがって，少なくとも厳格な親業免許制度は実効性の観点から言っ
て象徴的なものであり，親の子育ての質の向上を意識化させるためのものに
過ぎないと言うこともできるかもしれない。
　だが，免許という制度を維持しつつ，可能な限りその免許取得基準を緩め
ることは理論的には可能である。たとえば上述のようにウェストマンは親業
免許の取得基準として，①年齢制限（18歳以上），②子育てと非虐待に関する
同意書提出，③子育て教室への参加を挙げ，それほど厳格でない親業免許制
度を提唱する（Westman 1994：240）。逆に，親業免許制度を採用せずとも
様々な監視的および抑圧的手段を用いて子育てを社会がコントロールするこ
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ともこれまた理論的には想定可能である。種々の子育て教室の参加や，各種
テストの合格を条件として子育て支援を行うという，抑圧的な傾向を帯びる
「支援」もありうる。
　この点において親業免許制度肯定の立場からマンジェルは，種々の子ども
保護施策と親業免許制度の近似を説き，しかも親業免許制度の方がより客観
的だと主張する。個々の子ども保護の施策事例において裁判所は親免許制度
（の帰結）に驚くほど近い判断をしているとされる（Mangel 1988：36）。曰
く，子どもを「潜在的なネグレクト」の危険から保護する決定を下す裁判所
は，ラフォレットの説くところと大して違わない。将来の子育ての質を推測
し実際に子育てをし始める前に親子分離の決定を下す裁判所の個別判断はあ
る意味で恣意的であり，ラフォレットの免許制度の方がより客観的で，かつ
社会的コストが国家側にも家庭側にも比較的かからない（Mangel 1988：36-
39）。以下では，親業免許制度の根本には何があるのかという視点から少し観
点を変えて検討を加えていきたい。
１　親業免許制度の抑圧　対　毒親
　親業免許制度を否定する論者は，親業免許制度が親および親子関係に対し
て及ぼす抑圧性にその批判の眼差しを強く向ける。だが，親子間の関係性を
特に子どもの立場から考えると，実質的に子どもに及ぼす親業行為の害悪の
問題を考えないわけにはいかない。親業免許制度肯定論者はこの問題点を強
く意識しており，子どもとおとなの非対称性，そこから来る子どもへの不適
切な取り扱いを問題視する。たとえば，親業免許制度が行き過ぎのように思
われるかもしれないが，そもそも現在の法はおとな中心の傾向があるとマク
フォールは述べる（McFall 2009：112）。この考え方によれば，「子どもの権
利に対するわれわれの偏見のために，最も野蛮で残酷な親の態度が法廷で明
らかにされた時にのみわれわれは子どもたちを保護するのである」（McIntire 
2004（1973）：91）。
　特に，親業免許制度肯定論者たちは子どもに及ぼす心理的悪影響を問題視
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する。身体的虐待に比較して心理的虐待（危害）は軽く見られがちだという
批判（McIntire 2004（1973）：91）や，子どもへの虐待は強烈かつ長引く痛
みをもたらすだけでなく，道徳的心理的発達を妨害するいう批判（McFall 
2009：112）である（27）。この点においては，いわゆる「毒親（toxic parents）」
論などが参考になる。ここで毒親論をフォワードの『毒親』（Forward 1989）
から少し紹介しておく。長年にわたってセラピストを続けてきたフォワード
は，「自らの子どもに対するネガティブな行動パターンが子どもにとって継続
し支配的となるような親たちが多数存在している」（Forward 1989：5［9］）
と断ずる。幼児の頃は，親の存在は全能な神のようなものであり，保護，愛
情，供給すべてを親が与えてくれる（ibid. 15［34］）。だが，そこで各種虐待
を含む執拗かつネガティブな行動パターンを受け続けた子どもは，親を否定
するのではなく，その反対に自ら（の行い）が悪い結果として親がつらく当
たるのだと，その後ずっと（成人してからも）罪悪感・自責の念を感じ続け
ることになる。場合によっては，親の死後も親の呪縛につきまとわれる危険
性（ibid. 9［17］）があるのだ。そうした自責の念から自己をふりきり克服す
るのは至難の業なのである。自分が悪かったわけではなく，悪かったのは毒
親である親の方なのだということを理性次元でも感情次元でも納得するこ
と。その作業は親との「対決」（親がすでに死亡していたり事情により対面で
きない場合は，決別の手紙を読み上げたりすることを含め）を必要とする
（ibid. 223-228［253-259］）。親業免許制度を肯定しないとしても，親が子ど
もに対して放つこうした「毒」の問題性をわれわれは重く受け止める必要が
あるだろう。
㉗　子どもに与えられた虐待ダメージは大きい（覆水盆に返らず）とするマクフォールは，
その心理的加害の危険性を非常に警戒する。そしてその警戒の根拠は彼独特の「正義感
覚を持った諸個人（individuals with a sense of justice）」の陶冶の重要性に根差してい
る。そうした特性を有した諸個人の集合がより安定した社会構造を支えるという論法で
あり，正義感覚を持たない諸個人を減らすためには不適切な資質を持つ潜在的親の数を
減らすべきだとする（正義感覚を有した諸個人は健全な家庭から出てきがち）。そして，
そのためには虐待的傾向を有する親を減らすべきであり，親業免許制度による強制予防
は究極的には必要であろうと述べる（McFall 2009：111-116）。
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２　権利か信託か
　上記のように，親子間において子どもに及ぼす親側からの実質的害悪（し
かもそれはしばしば不問に付され不可視化されてきた）である毒親問題の影
響は大きい。その「毒性」が明瞭である場合，そうした毒に侵され被害をい
かにして修復するのかについての種々の方策が社会的にも考慮されるべきで
あろう。ただし悩ましいことに，親の子どもに対する働きかけは親密性とい
う感情を含んだ複雑なものである（後述）。そもそも親の子育てはどのような
ものとして規範的には捉えられるべきであろうか。
　子育てに関して各親には何がどこまで任され，またそれはいかなる根拠に
基づいているのか。たとえば，親の権利（子育ての自由）の根拠を前述のよ
うに基本権に求めるリャオは，基本権説以外の親の権利の根拠づけの可能性
を以下のように整理し，各々の説に批判を加える。
　第一に，所有権説（property account）。生物学的親は子どもを創造したの
だから，所有してしかるべきだというものである。リャオ曰く，現在ではあ
りえない考え方だが，ローマ法等では子どもは父親の所有物であり，人身売
買の対象であった。ただし，現在では子どもはもちろん権利保有者なので，
所有されることはありえず，所有権説は採りえないことになる（Liao 2015：
160-161）。
　第二に，親密関係説（intimate relationship account）。これは子どもとの親
密関係の重要性から親の権利を根拠づけるものであり，ブリッグハウスやス
ウィフトらが主張する。当該親密性の特徴としては，子どもの傷つきやすさ，
子どもにとっての関係離脱不能性，親への愛，親の責任などが挙げられ，そ
れらは他の関係と代替することが不可能だとされるが，リャオは「犬とその
飼い主」の親密な関係性等，他の事例にも適用可能だと批判する。さらに，
親密関係性理論では自らの生物学的子どもを特に擁護するものにはならない
とも述べる。親密な関係性が維持発展できるならば，たとえば子どもを「よ
り良い親」（実親以外のおとな）や施設に「再分配」することも可能という結
論になってしまう（それは反直観的で妥当でない）ということが，リャオの
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批判である（Liao 2015：162-163）。
　第三に，妊娠コスト説（gestational account）。妊娠時の身体的，心理的，
社会的，金銭的コストの見返りとして親の権利を位置づける考え方である。
さらに，妊娠時の母子身体的な関係性・共通歴史を強調することもありうる
が，男親には不利な説であるとリャオは批判する（Liao 2015：165-166）。
　第四に，投資説（investment account）。これは妊娠出産に関わる関係者の
関わりに応じて親の権利を根拠づけるというものだが，多くの関係者をそこ
に含めすぎる（too inclusive）という難点があるとされる（Liao 2015：168）。
　上述のように，親業免許制度を強固に否定し親の権利を主張するリャオで
さえも，生物学的親の子育ての権利は，完全（absolute）ではないとする（Liao 
2015：171）。ブリッグハウスおよびスウィフトはこのことに関連して，親の
権利とは，人の親であるという資格だけで権利保有者になりうるという点で
は基本的（fundamental）であるが，こどもの利益を保護するという点で条件
付（conditional）であり，さらに親の財産を無制限に子どもに与えられるわ
けではないという点で限定的（limited）であるとする（Brighouse & Swift 
2006：81, 87）。こうした考え方によれば，親の子育ての自由の実質的部分は
裁量性の大きい（譲渡や放棄の可能性を含めた）権利と捉えるよりも，受託
者に対する広範な義務を前提とする信認・信託的関係と捉えた方が良いとも
言える（28）（親の子育ては信託なのか権利なのか）。親の子育ての自由とは，「親
は信託的役割を果たすことにおいて非信託的利益を持っている」（Brighouse 
& Swift 2006：95）と考えるのか，義務として果たすべき子育て内容と親の
趣味（願い）的な子育て内容は分別されうると考えるのか。
　リャオが整理したところ（親の子育ての自由の根拠づけ）における所有権
説に立脚すれば確かに，子どもの生殺与奪の権を各親が握ることになる。し
たがって，そこから比喩的に言えば「わが子を煮て食おうが焼いて食おうが
勝手」なのである。仮に所有権説はとても維持できないことになれば，その
㉘　法哲学者の野崎綾子は，子育てに関する親と子どもの関係を「信認関係（fiduciary 
relation）によって規律されるべき」とする（野崎 2003：175）。
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他の説，特に有力であろう（基本権や親密関係に基づく）権利説と信託説と
の実質的差異は意外にもそれほど存在しない。親の権利を（しかも基本的権
利として）説いたとしてもリャオが主張するように，不適切な子育てをする
ことは許されず，さらに子どもの権利と「両立する」（Liao 2015：174）とま
で言い切るのであれば，その権利構想は限りなく信託的な内容となってしま
う。もちろん閾値内（どこまでが閾値なのかも実は論争的だが）の具体の問
題は残る。言い換えれば，それは子育てに関わる親の趣味・信念の具体的あ
りようの問題でもある。こうした裁量性問題は，親の子育てを社会的にどの
ようなに位置づけるべきかという原理論を考察することによって，その内容
がより明確になる。以下，そのことを簡単に検討しておきたい。
３　リベラリズムと子育ての自由
⑴　リベラリズムと親密性
　子育て・教育と国制の関連につき，有力な整理枠組みとして従来より取り
上げられてきたものがガットマンの所説である（Gutmann 1999）。国家が子
育て・教育を主導する「家族国家（The Family State）」，親の子育ての自由
を最大限認める「家族共同国家（The State of Family）」，子どもの主体性を
教師などの職業的専門家が支える「個人国家（The State of Individuals）」と
いう，子育て・教育に関する三つの国制をガットマンは挙げる。ガットマン
自身は，上記三類型はそれぞれ難点を抱えており，彼女が主唱する熟議民主
主義（という国制）を展開させるためには，（熟議）民主主義的な教育が行わ
れるべきだとする（29）。
　現今のリベラルな立憲民主主義体制において，特に（家庭の自治等を含め）
市民的自由が保障されている状況下では，親の子育ての自由の価値（それが
権利的理解に重きを置くか信託・信認的理解に重きを置くかは別として）が
認められることに異論はないだろう。そうした国制を前提とする限り，親の
㉙　ガットマンの所論に対して筆者が行った検討については，（大江 2016）を参照された
い。
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裁量性を認めないわけにはいかない。そしてこのことは帰結主義的な観点か
らも正当化することが可能である。それは，親の裁量を十分に生かさない限
り，子どもにとって決定的に重要な親密性は生まれず，親密性の確保が子ど
もの将来にも，延いては社会の外部性（正の外部性付与および負の外部性軽
減）にも影響を与えるという論点である。こうした問題意識を背景として，
少し親密性の問題に触れておきたい。
　家庭における子育てに関して，その関係性・親密性を重視し，哲学的議論
を展開する論者がブリッグハウスとスウィフトである。2014年に公刊された
彼らの主著『家族の価値：親子関係の倫理学』（Brighouse & Swift 2014）の
骨格は以下のようなものである。
　本著においてブリッグハウスとスウィフトは自らの立場を平等と自由の両
価値を重視する平等主義的リベラル（egalitarian liberal）として定め，財と
機会の分配問題に取り組む平等主義的挑戦（egalitarian challenge）と，自由
と権威の分配問題に取り組む自由主義的挑戦（liberal challenge）の双方の問
題に取り組むと標榜する（Brighouse & Swift 2014：2-3）。その際に，「子ど
もは独立した人間である」（ibid. 3）という前提から，親が子どもを所有して
いるという親の所有権説を否定する。では，なぜ親の子育ての自由は重要な
のだろうか（30）。
　ブリッグハウスらの関係性論の課題意識は，親と子ども双方にとって親密
的かつ権威的な親子関係（親子に閉じないとしても，それは少数（31）のおとな
と子どもの関係）が非常に重要だということである（ibid. Ⅶ）。そして，親
子の親密性の重要性は両者の福利（well-being）に貢献する点にある（ibid. 118）。
㉚　平等主義的リベラルとして，ブリッグハウスらはもちろん親の子育ての自由・権利（家
庭の領域）を正当なものとする。ただしそれらの権利は無制約なものではなく，厳格に
特定化され，条件付けられると主張するのである（Brighouse & Swift 2014：10）。
㉛　ブリッグハウスらによれば，この（親密性に関わる）子育てに責任を持つおとなの「人
数」が重要で，その人数が増えると子ども自身がその調整問題に苦労する（Brighouse & 
Swift 2014：73）。「活躍するおとなへと成長していくためには，そして子ども時代に固有
な財を享受するためには，ひとりあるいはもう少し多いが決して多数ではないおとなと
の特定の種類の関係を子どもたちは持つ必要がある」（ibid. 84）。
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　ブリッグハウスらは種々の関係財（relationship goods）の重要性を強調す
る。まず子どもにとっての関係性（より具体的に言えばその親密性）の重要
性を意外にも，子どもにとっての権威受容（中心的には親の権威を子どもが
受容すること）の意義，親の側に立てば自由裁量の意義として捉える
（Brighouse & Swift 2014：12-13）。子育てに関する親にとっての親密性の
意義はさらに分岐して解釈されている。そこには，子どもと親密かつ濃密な
時間を共有したそのこと自体（加えてその記憶・思い出）の意義もあれば（あ
なたとご一緒できて幸せでした），親密かつ濃密な関係を通して自分の手塩に
かけた「作品」として子どもを捉える意義（私の期待どおりの（期待を超え
た）おとなに成長してくれて良かったです）もあれば，そもそも自分の遺伝
的構成を受け継ぐ「分身」を親密かつ濃密な関係の中で育む意義もあるとさ
れる（ibid. 104，107）。
　上述のように，必ずしも子どもは合理的熟慮的判断の後に親の権威を受容
し親密性を構築していくわけではない。親子間の親密性形成は，特に初期生
成段階において，両者の合意に基づいてなされるわけではない。また，感情
をその重要な構成要素とする親密性にとって，その構築に至る道筋は非常に
不明瞭でもある。親密性担保問題を以下に少し検討してみたい。
⑵　公共的親業モデル
　子どもと親の濃密かつ親密な関係の重要性をいくら強調したとしても，実
現可能性の問題は残る。親と子どもはお互いに生身の人間を相手に関係性を
育まなくてはならず，必ずしも「正の関係性」だけが生ずるわけではない。
いくら子どもを愛そうと思っても愛することできずに悩む親，知らず知らず
のうちに子どもにとって自らが毒親となっていたことに気づく親などを想起
すれば容易に理解できるように，感情がその構成要素となる親密性の達成は
必ずしも直線的合理的になされるものではない。「当為は可能を含意する
（ought implies can）」という命題を重く受け止めるとすれば，われわれに残
されている余地は，極論すれば「愛することを試みる義務があるだけ」
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（Brighouse & Swift 2014：83）である。
　もちろんこの命題に対する反論はありうる。たとえば，子どもの愛される
権利を肯定するリャオは次のように反論を行う。リャオは，感情と態度
（attitude）を区別し，子どもを愛することとはそうした態度を示すことだと
する。もちろん，愛することの中に特定の感情が含まれることは事実だが，
それにつきるものではないというのがリャオの見方である（Liao 2015：102-
103）。そして感情につきるものではない「態度」として愛が構成されるとす
れば，そうした態度を醸成すべき方法は存在するとリャオは述べる。そこか
ら三つの態度醸成の方策が提起される。すなわち，①特定の感情（愛してい
るという感情）を持っているかのようにふるまうことで，時間の経過ととも
に当の感情が醸成される可能性。②特定の感情が醸成されるような状況に自
らを置くこと（教会に通うことによって敬虔さが，ホームレス救援活動を行
うことによって深い同情が醸成される可能性など）。③狙いとしている感情の
醸成を自ら思い浮かべ考え抜くこと（ibid. 108-110）。
　リャオが主張するこうした行動主義プラス内観法のような方策は，確かに
態度（変容）からの特定感情醸成につながる可能性を一定程度持つだろう。
だが，やはりそれは完全に親密性を担保しうる方策ではない。あくまで特定
感情醸成へとつながる可能的方策なのである。こうしたリャオの主張の内，
①③の手法などは個人的次元で努力可能な範囲は多くあるだろう（もちろん
それとて，時間的余裕がなければ内観は非常に困難だろうが）。だが，②の，
特定状況下に自らを置くという手法はそれなりの時間的経済的余裕がなけれ
ば難しいのではないか。子育てが不安やストレスの種でなく喜びとなるよう
な条件整備の必要性が説かれる（Brighouse & Swift 2014：97）所以がここ
にある。
　では，そもそも国家が親業支援・親密性支援をするべきだとすれば，一体
その理由とは何だろうか。そのことをエングスターは公共的親業モデル
（Public Parenting Model）として提起する。まずエングスターは親業への公
的支援の正当化について，中立性問題から説き起こす。「ほとんどのリベラル
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たち」は，個人的な趣味（登山，切手収集やヨット等々）に公的支援をすべ
きだとは思わないが，これまたほとんどのリベラルたちは親業の公的支援を
是認する。これらの判断の差異の基には，親業の公的支援はリベラルな社会
における中立性原則に反しないという理由があるからだ（Engster 2010：
235-236）。ではその理由とは何か。エングスターは，親業が他の私的活動と
異なる点として次の三つの理由を挙げる（ibid. 237-242）。
　第一に，女性への不平等な負荷の軽減の必要性。親業を遂行するに当たっ
て，社会的慣行や種々の社会的諸力によって女性に対して過度・不平等な負
担が課せられているとするならば，構造的な不平等問題への対応としてリベ
ラルな国家・政府がそこに公的支援を行う理由が生まれる（Engster 2010：
238）。第二に，親業の十全な遂行によって，必要な社会的財が生み出される
点。有能で信用のおける勤勉な市民や労働者の創出や人口維持など，親業の
十全な遂行によって正の外部性とも言うべき財が創出される（ibid. 240）。第
三に，ひとりの人間（子ども）の生存・発達を促進する価値である（ibid. 
241）。
　エングスターによる公共的親業モデルは，上記の理由によって各親の排他
的な私的責任を緩和する。すべての子どもの良好なケアに関する責任と利害
の双方をわれわれすべてが有するという発想である（子どものいないおとな
にも一定の責任と利害が存在する）。したがって，それは国家の中立性違反で
もないし，親でないおとなに対する不公正でもない。むしろリベラルな社会
における公正さや機会の平等理念からそれは正当化されうるものなのであ
る。そのためには公的財源を投入して各種支援を行うべきだとされる
（Engster 2010：254，261-262）。こうした発想は突飛なことでも何でもな
く，たとえばミルトン・フリードマンのようなリバタリアンでさえも，一般
的な社会的義務や正の外部性の根拠から教育に関する普遍的公共財源を擁護
した，とエングスターは述べる（ibid. 259）（32）。エングスターの公共的親業モ
㉜　『資本主義と自由』の中の第６章「教育における政府の役割」の中でフリードマンは教
育に関する政府の介入根拠を実質的な「外部効果（neighborhood effects）」と「パター
31
岡　法（67―１）
一四八
148
デルは，親業免許制度論者が主張する親の子育て責任の重要性を共有するが，
そのための手段としては，親業免許制度ではなく，あくまで支援的なものを
想定する。たとえば上述したジェンダー不平等の緩和・解消などである（ibid. 
257）。
　エングスターの公共的親業モデルは確かにリベラルな社会において中立性
原則を侵さず，また公正さ・機会の平等を保障しうる理念的枠組みのように
思われる。そのまとめへと進む前に，その実現可能性に関して一点だけ簡単
に触れておきたいことがある。それは，公的支援を親業に対して行っても，
「親の熱心さによる家庭間格差の創出」という，非常に解決しにくい問題が
残るのではないかという点である。
　親子間の親密さを上述のように強調するブリッグハウスらは，親密さが関
わる家庭間格差・不平等の問題を取り上げる。親子関係の親密さの重要性を
強調することと，親密さ（あるいは親の熱心さ）が結果として生み出しうる
社会的有利さの（必然的）認容・社会的正当化は異なるものだという理解か
ら，正当化されえない不平等問題の存在を指摘する（Brighouse & Swift 
2014：128）。彼らは，子どもが成長していく際に必要な資源とは，住居や学
校などの物的資源やそもそも子ども自身が有する人格・選好などとともに，
各々の家庭において存在する文化資本（cultural capital）があると述べる。
たとえば，食事時の会話や就寝時のお話し（ベッドタイムストーリー）など
がその例として挙げられる（ibid. 29）。これらの事例（加えて教会やクリケ
ットに連れて行くことなどの社会的経験）は，親と子どもとの親密な関係性
を育み増進させ，結果として子どもの成長に寄与する。その結果，家庭間の
異なりや競争的優位（competitive advantage）が仮に生じたとしてもそれは
彼らによれば認容・正当化される。しかし，自らの子弟をエリート私立学校
へ行かせたり遺産を残したりすることは，親子の親密な関係性を増進させな
いものであり，自動的に認容されるものではないとされる（Brighouse & 
ナリスティックな考慮（paternalistic concern）」から根拠づける（Friedman 2002：85-86
［171-172］）。
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Swift 2014：127-132）。いわゆる運の平等問題を含め，親密性が関わる家庭
間格差問題とは果たして上記のブリッグハウスの議論のように截然とその正
当化判断がしうるようなものなのか。このことについては別稿に譲るとして，
まとめに移っていきたい。
　ここまでの流れを振り返ってみよう。親業免許制度のアイデア，理念，実
現可能性などを種々検討してきたが，問題の根本は親業免許制度の是非を超
えている。つまり，親の子育てのありようや理念を根源的に考えない限り，
親業免許制度の是非およびその具体的内容は融通無碍に操作される危険があ
る。では，親の子育ての本質をいかに捉えるべきか。一方で親の権利に寄せ
れば必然的に親による裁量の余地が残り，他方で親の子育ての本質を信認
的・信託的に考えたとしても，やはりどこかしら裁量の余地は残る。そして
この裁量性が非常に悩ましい性質を含んでいるもの（正負矛盾を含むもの）
なのである。上述のように，子育てにおいて親の側に裁量の余地が残る限り，
毒と親密性という正負矛盾を抱え込む。「毒親」問題に関しては，（長期間に
わたりうる）深刻な危害の問題性にとどまらず，その害悪性・毒性の判断の
難しさも伴っている。セクシャルハラスメントなどの各種ハラスメントにお
いて受苦側の受け取り方・感受性の問題が存在するように，毒親問題に関し
ても受苦側である子どもがその受け取った害悪・毒をどのように理解・評価
するのかという問題がある。上述のように，「悪いのは自分であって親ではな
い」という自己判断をしばしば子どもは行ってしまう。その危険性を警戒し
て可能な限り，個々の子育ての監視を強め安全無難な子育ての「模範」を定
型的に打ち出せば打ち出すほど，今度は裁量性を必要とする親密性が，延い
ては親密性に由来する子どもの心身の安定・成長等が阻害されてしまう。親
の子育ての自由礼賛には毒親の危険が，子育ての定型化には親密性阻害の危
険が待ち受けており，親密性問題は骨がらみの正負矛盾を抱え込んでいるの
である。
　受苦側の子どもの害悪理解・評価問題の難しさと同時に，今度はそれとは
対照的に親側の「熱心さ」という，愛情ゆえの不平等問題も上述のように悩
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ましいところである。では，そうした悩ましいポイントに対して社会はどの
ような対応原理を持つことになるのか。筆者の見通しの骨格を以下に簡単に
触れて本稿を閉じることとしたい。
　仮にリベラルな国制を採用するとなれば（つまり，親が子どもを所有して
いるという所有権説の否定をする限り），上記問題に（少なくとも最低限の）
正義の規律が課されることになる。子どもへの公正さの保障という観点であ
る。その規律内容とは，子ども保護（「弱い」親業免許制度もその具体的あり
ようのひとつとしてありうるだろう），子育てに関する各種公的支援などであ
る。だが，その達成の道のりは思いの外険しいかもしれない。なぜなら，表
面的にいくら所有権説を否定したところで，わが子の子育てに関する支配権
意識は依然として強いであろうからだ。J.S. ミルが『自由論』において嘆い
た以下のような親の支配権意識からわれわれはどの程度免れていると言える
のだろうか。
「子どもは，比喩的にではなく文字どおりに，親の一部と見なしてよいと世
間では考えられている。子どもにたいする親の支配権は絶対的かつ排他的と
される。法律がわずかにでもそれに干渉しようとすると，世論の反発はもの
すごい。個人の行動の自由にたいする干渉よりも，親の支配権に対する干渉
のほうが，よほど不愉快なのだ。つまり，人は一般に自分の自由よりも自分
の権力を守りたがる。」（Mill 1991：116［253］）
　わが子に対する根強い親の支配権意識に，子どもはどのように対抗しうる
のか。直ちに思い浮かぶ戦略は，国家を味方につけての対抗戦略（子ども・
国家対親）である。親業免許制度もこの枠組みの中に入りうる。ただし，国
家が常に子どもの味方になるわけではもちろんない。親と子どもの間の正の
親密性を破壊する危険な存在として国家を警戒視することはリベラルな社会
においてはむしろ常態である。したがって，ここからは親を味方につけての
対抗戦略（子ども・親対国家）という構図が見える。では，子ども対親・国
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家という構図はありうるのか。言い換えれば，子ども対おとなという構図で
ある。その構図は自動的には成立しにくい。なぜならば，子どもはいつまで
も子どもではなく，どこかの時点で「おとな」という異なった人権主体へと
変容してしまうのである。よって子どもという資格で「本人」たちが組織的
かつ執拗に己の自己主張を維持し続けていくことが原理的に不可能なのであ
る。もちろん，権利保有者・受益者（子ども）と権利実行者（信託されたお
とな）を分けるというおなじみの代理・代行のロジックはありうる。正義の
規律を親 ― 子ども ― 国家の三面関係においてどのように課していくのか，
親業免許制度の是非はこの枠組みの中で判断されることになる。
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